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＜要旨＞ 

本稿は、コンピュータ・ソフトウェア提供企業の、介入階層の投入による既存の階層間

関係や階層内でのポジションを変化させる仕組みについて探究する。具体的な事例分析と

して、米国シリコンバレースタートアップであるヴィエムウェア社の仮想化ソフトウェア

製品を採り上げる。仮想化階層の「介入（Intervention）」による「橋渡し（Bridging）」

と「インターフェイス・コントロール（Interface Control）機能によっていくつかの効果

がもたらされる。その効果とは、①各階層が保有するアクセス可能ユーザーの流動性を高

める、②同一階層レベルでのプラットフォーム製品の選択必然性を弱める、③既存の上下

階層の直接的な情報のやりとりを制御する、である。本稿は、介入ソフトウェア製品の投

入における隣接階層への効果について、事例分析を通じてその影響と戦略上の要点を「介

入先隣接階層の選択」「マルチホーミングコスト」「ネットワーク効果」「収益階層の確保」

などの観点から論じる。加えて、今後の研究の方向性について言及する。 

 

キーワード： 

プラットフォーム製品、仮想化、階層間施策、階層介入、マルチホーミングコスト、ネ

ットワーク効果 

 

 

                                                   
1  Kazuhiko.Kato@fuji.waseda.jp 



加藤「コンピュータ・ソフトウェアの階層戦術の考察」（2012.9） 

 

                            早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 2 

 

＜目次＞ 

＜要旨＞  ........................................................................................................................ 1 

キーワード：  ................................................................................................................. 1 

第１章 はじめに  ............................................................................................................. 3 

1-1 はじめに  ................................................................................................................. 3 

1-2 本稿の目的  ............................................................................................................. 3 

第２章 先行研究  ............................................................................................................. 5 

2-1 先行研究と課題の所在 ............................................................................................ 5 

第３章 プラットフォームの定義と階層概念  ................................................................... 6 

3-1 プラットフォームの定義  ........................................................................................ 6 

3-2 上位階層・下位階層の捉え方  ................................................................................. 7 

第４章 プラットフォーム戦略と階層介入戦術  ............................................................... 8 

4-1 プラットフォーム戦略 ............................................................................................ 8 

4-2 階層化と介入戦術  ................................................................................................... 8 

4-3 介入機能がもたらす効果  .......................................................................................10 

第５章 仮想化と VMware .................................................................................................12 

5-1 仮想化とは  ............................................................................................................12 

5-1 ヴィエムウェア社の VMware 概要ならびに歴史  ......................................................13 

第６章 VMware 事例  ........................................................................................................16 

6-1 階層介入による階層間関係とポジションの変化  ....................................................16 

6-2 プラットフォーム戦略上の要点と VMware のケース ...............................................18 

6-2-1 介入先隣接階層の選択  ...................................................................................18 

6-2-2 マルチホーミングコスト  ................................................................................19 

6-2-3 ネットワーク効果  ..........................................................................................20 

6-2-4 収益階層の確保  ..............................................................................................22 

第７章 まとめと今後の方向性  .......................................................................................24 

7-1 まとめと今後の研究  ..............................................................................................24 

＜参考文献＞  ................................................................................................................25 

 



加藤「コンピュータ・ソフトウェアの階層戦術の考察」（2012.9） 

 

                            早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 3 

 

第１章 はじめに 

 

1-1 はじめに 

 

水平分業化が進んだコンピュータ・ソフトウェア市場ではソフトウェアの階層構造が形

成されている。ひとつのプラットフォーム提供者が提供するソフトウェア製品は、完成品

（本稿ではこれを複合製品と呼ぶ）全体の一階層として他の階層と補完関係をもちながら

機能し、コンピュータ・ソフトウェア産業でのエコシステム（産業生態系）の一部を担っ

ている。 

複合製品内では階層を形成するプラットフォーム提供者同士は、互いに補完製品提供者

として共存しながらも、その優位なポジションをめぐって熾烈な駆け引きをおこなってい

る。 

介入ソフトウェア製品の投入は複合製品の階層間に「介入（Intervention）」することで

もたらす、「橋渡し（Bridging）」と「インターフェイス・コントロール（Interface Control）」

機能によって、既存の階層間関係や階層内でのポジションを変化させてしまう可能性をも

っている。 

本稿は、介入ソフトウェア製品の投入における隣接階層への効果について、VMware の事

例分析を通じて、その影響とプラットフォーム戦略上の要点について論じる。  

 

 

1-2 本稿の目的 

 

コンピュータ・ソフトウェア産業には、産業特有の課題や施策ならびに戦略の成否を決

める要因やメカニズムが存在する。 

本稿は、コンピュータ・ソフトウェア提供企業の、介入ソフトウェア製品の市場への投

入による効果を考察し、市場投入の際の戦略上のポイントに関して整理する。介入による

効果とは、①各階層が保有するアクセス可能ユーザーの流動性を高める、②同一階層レベ

ルでのプラットフォーム製品の選択必然性を弱める、③既存の上下階層の直接的な情報の

やりとりを制御する、である。 

米国シリコンバレースタートアップであるヴィエムウェア社の VMware 仮想化ソフトの

事例を通じて、クロスプラットフォーム階層の既存の階層間関係を変化させる仕組みを探

究する。 

その際、介入先隣接階層選択、マルチホーミングコスト、ネットワーク効果、収益階層

確保などの戦略上のポイントから論じる。ちなみに、これら戦略上のポイントにおけるマ
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ルチホーミングコストとネットワーク効果のサイド間ネットワーク効果は、階層構造をも

つプラットフォーム戦略特有の項目と考えられる。また参入する介入先隣接階層の選定、

収益階層の確保はスタートアップ問題ならびに企業存続の重要な要素となる。 

これらの項目を考慮することによって、プラットフォーム提供者は自らの置かれている

状況および諸能力をもとに、ソフトウェア製品戦術をデザインすることに役立たせること

ができる。また同時に、コンピュータ・ソフトウェアのプラットフォーム戦略において、

階層介入など階層間の施策を詳述する理論の精緻化をおこなう。 
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第２章 先行研究 

 

2-1 先行研究と課題の所在 

 

Katz & Shapiro (1985）による間接ネットワーク効果に関する理論は、コンピュータ・

ソフトウェア階層間のネットワーク効果理論のベースと考えられる。この理論を発展する

かたちでShapiro & Varian (1999)は互換性がもたらすネットワーク効果の発展理論を展開

している。Shapiro & Varian (1999)ではKatz & Shapiro (1985）の間接ネットワーク効果

の理論をベースに、顧客のロックイン戦略や標準化戦略に関してコンピュータ・ソフトウ

ェア産業やＩＴ産業での多くの事例を提示している。一方、Rohlfs (2001)はKatz & Shapiro 

(1985）による間接ネットワーク効果を「補完的なバンドワゴン効果」と呼んでいる。 

こ れ ら に 対 し 、 ３ 者 間 構 造 を と る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 仲 介 ネ ッ ト ワ ー ク

（platform-mediated networks）の考え方が存在し、複数のユーザー・グループ内とグル

ープ間のネットワーク効果に着目している。例えばRochet & Tirole (2001)とEisenmann, 

Parker & Alstyne（2006）やHagiu(2006a,2006b,2006c)に代表される複数（マルチ）サイ

ド・プラットフォーム理論では、プラットフォームを仲介役として複数のユーザー・グル

ープを結び付ける役割として定義している。代表的なものとしてEisenmann, Parker & 

Alstyne（2006）のツーサイド・プラットフォーム理論がある。この理論で興味深いのは複

数のユーザー・グループに対して、グループ（サイド）間ネットワーク効果を引き出す観

点からの施策が有効であると論じている点である。 

しかし、これまでのところ階層間統合や新たな階層の介入など、階層間に対する施策に

関して詳述し、明確なフレームワークを提供する理論は多くない。例えば、Eisenmann, 

Parker & Alstyne (2007)で論じられる階層のバンドリングの施策 2は、階層構造をもつコ

ンピュータ・ソフトウェア産業におけるプラットフォーム戦略の施策のひとつを提示して

いるに過ぎない。 

本稿は、加藤和彦（2009）3によって提起された「階層介入の施策」をベースに、先行研

究では十分でないプラットフォーム階層間の施策の理論に対する一定の学術的貢献を目指

すものである。 

 

                                                   
2 Eisenmann, Parker & Alstyne (2007)によるツーサイド・プラットフォーム戦略論の「プラットフォーム包囲」。詳しくは加藤和

彦（2008）「プラットフォーム戦略論における「包囲の危機」のフレームワークに関する適用可能性の一考察」を参照されたい。 

3 階層介入の施策に関して詳しくは、加藤和彦（2009）「階層構造をもつコンピュータ・ソフトウェアにおけるプラットフォーム戦

略としての階層介入施策の考察」を参照されたい。 
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第３章 プラットフォームの定義と階層概念 

 

3-1 プラットフォームの定義 

 

以下はプラットフォームの定義として、コンピュータ・ソフトウェアのプラットフォ

ームに限定されたものだけではなく、コンピュータ・ソフトウェアを含むプラットフォ

ーム広義の定義である。また定義される際のコンテクストも一様でないが、「参加者の

創発を促す基盤」という意味を共通にもつと考えられる。 

出口（1996）は「階層的に捉えることの出来る産業や商品において、上位構造を規定

する下位構造（基盤）」という意味でプラットフォームという言葉を使用している。ま

た、國領（1999）は「プラットフォームとは、第三者間の相互作用を促す基盤を提供す

るような財やサービスのことであり、それを民間のビジネスとして提供しているのが、

プラットフォーム・ビジネスである」と主張している。一方、イアンシティ・レビーン

（2007）はプラットフォームとは「エコシステムのメンバーがアクセスポイントやイン

ターフェイスを介して利用可能となる、一連のソリューションである」と定義している。

クスマノ（2004）は、プラットフォームと言う言葉は「１つのシステムが１社またはそ

れ以上の企業が製造するパーツで成り立っているとき、このようなシステムの核として

機能し、そのときにこそ価値が最大化するような基盤製品のこと」を意味するとしてい

る。また根来・加藤（2006）では、プラットフォームとは、「階層的構造をもつ製品や

サービスの中に存在するあるコア製品（ハードウエア・ソフトウェア）・サービスやそ

の製品を成立させるコア技術（テクノロジー）のことである」と定義している。加えて、

Rochet & Tirole (2001)と Eisenmann, Parker & Alstyne（2006）や Hagiu(2006a, 2006b, 

2006c)に代表される複数（マルチ）サイド・プラットフォーム理論では、プラットフォ

ームを「仲介役として複数のユーザー・グループを結びつける役割」として定義してい

る。アンドリーセン（2007） 4は自らのブログの中で「プログラムできるならプラット

フォームである。できないなら、違う（プラットフォームではない）。」とプラットフォ

ームの定義としてプログラミング可能であることを挙げている。 

このようにプラットフォームの定義は広義かつ多様であるが、本稿は仮想化ソフトウ

ェアという「プラットフォーム製品」に焦点をあてる。そのため本稿では、プラットフ

ォーム製品・サービスの定義として、根来・加藤（2010）のプラットフォーム製品・サ

ービスを「各種の補完製品・サービスや補完コンテンツとあわさって顧客の求める機能

を実現する基盤になり、プレーヤー・グループ間の意識的相互作用の場となる製品やサ

ービス」と定義 5し、論じる。  

                                                   
4 Marc Andreessen は Web ブラウザ「Mosaic」や「Netscape Navigator」などを開発したことで知られる米国のソ

フトウェア開発者。http://blog.pmarca.com/2007/09/the-three-kinds.html 2008/12/17 

5 根来龍之・加藤和彦（2010）「プラットフォーム間競争における技術『非』決定論のモデル」p.3 ならびに根来
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3-2 上位階層・下位階層の捉え方 

 

階層構造とは、ある事象や認識対象の構造が、層から層へと順に積み重なって全体を

構成している状態である。階層構造を特徴づける性質は、ある階層の隣接上位階層には

２つ以上（複数）のアイテムが存在する（もしくは存在可能である）。作成されたコン

テンツが存在するものは全てプラットフォームと呼び、階層を形成する。 

階層性はモジュール化の部分概念である。ここでの階層性とは、モジュール性（事前

に全体調整をおこなわずに独立したユニットとして設計可能）の部分概念であり、下位

階層に上位階層が一方向的に依存する場合を指す。 

階層は特性として「上位・下位階層間の非対称依存特性」をもつ。言い換えれば、ソ

フトウェアは補完製品に対して、階層性をもつと考えられる。依存とは下位階層がない

と上位階層が動かない（機能しない）ということであり、逆は不成立の場合が「一方向

的依存」である。通常のモジュール化製品においては、モジュールはそれが動くために

相互に依存している。 

介入ソフトウェア製品は、既存の階層間に後から「介入」することにより、階層間関

係に影響を及ぼす。上記の「一方向的依存」関係を変化させる。これにより既存の階層

間関係や階層内でのポジションを変化させてしまう可能性をもつ。 

 

                                                                                                                                                                      
龍之・足代訓史（2011）「経営学におけるプラットフォーム論の系譜と今後の展望」p.14 を参照のこと。  
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第４章 プラットフォーム戦略と階層介入戦術 

 

4-1 プラットフォーム戦略 

 

本稿において、プラットフォーム戦略とは、プラットフォーム提供者が複合製品におい

て、補完業者がそのプラットフォーム向けの補完製品やサービスの提供をおこなってくれ

るような「プラットフォーム＝基盤」となる製品を普及させ、市場でのドミナントの地位

を築こうとする戦略 6を指す。例えば、OS やゲームマシンで大きなシェアの獲得に成功す

れば、その上で動く補完製品としてのアプリケーション・ソフトが出現する。またその豊

富なアプリケーションの出現によって更に「プラットフォーム＝基盤」となる製品の普及

が進むなど、相互にグループ間のネットワーク効果を引き出しながら普及を推し進める戦

略である。 

 

 

4-2 階層化と介入戦術 

 

メインフレーム市場の約 80%を握っていた IBM 社が、ハードウェアの販売とソフトウェ

アの販売をある程度分離するまでは、ソフトウェア製品ビジネスはあまり発展しなかった。

IBM は 1968 年 12 月にはじめてソフトウェアの一部に独自の価格を設定し、1970 年代初頭

にハードウェアから独立して販売を開始すると発表した。 7ハジウ (2006)は「（IBM 社によ

る自社メインフレームのハードウェアとソフトウェアを）切り離し、別の産業とするアン

バンドル化が進んだため、IBM 用にプログラムを提供するソフトウェア産業が成長した。

その後、マシンが小型化しワークステーションや PC の開発が進むにつれ、デジタル・リサ

ーチ社、アップル社、マイクロソフト社、ノベル社などの独立系ベンダーによって供給さ

れる OS が産業のカギとなる（後略）」と指摘している。IBM 社のソフトウェアとハードウ

ェアの分離販売の方針は、IBM 互換用ソフトウェアを開発したいと考えていた新しい世代

の起業家たちの意欲を掻き立てることとなった。米国では 1972 年には 81 社ものソフトウ

ェア企業が新たに出現した。IBM 社は主にアプリケーション・ソフトを分離販売したので、

ソフトウェア業界への新規参入者にとっての新しい商機はこの分野が最も多かった。 

また、國領(1999)は「コンピュータ産業は「垂直囲い込み型」から「水平展開型」への

                                                   
6 プラットフォーム戦略を遂行しているソフトウェア企業は数多い、例えばフェイスブック社などの SNS もそのひ

とつである。詳しくは、加藤和彦（2009）「コンピュータ・ソフトウェアにおけるプラットフォーム階層間施策の

考察」を参照されたい。  
7 OS の誕生をはじめとするソフトウェアの階層化の流れは、加藤和彦（2009）「コンピュータ・ソフトウェアの階

層化の時系列整理と考察」を参照されたい。  



加藤「コンピュータ・ソフトウェアの階層戦術の考察」（2012.9） 

 

                            早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 9 

経営構造の転換を最も劇的に経験した。」という見方を示し、コンピュータ産業のビジネス

展開が水平プラットフォーム型へ移行してきたとの考えを示している。その上で國領

(1999)は、水平展開型戦略の適合する業界の必要条件として、モジュール化が可能であり、

水平展開をおこなうニーズが高いことが挙げられると説明している。 

このような水平型展開におけるコンピュータ・ソフトウェア階層化は、プラットフォー

ム提供者にプラットフォーム戦略の重要性を高めることになった。複合製品内では階層を

形成するプラットフォーム提供者同士は、互いに補完製品提供者として共存しながらも、

その優位なポジションを狙って熾烈な駆け引きをおこなっている。プラットフォーム戦略

においては、自社プラットフォーム陣営の普及と同時に複合製品内でドミナントのポジシ

ョンを獲得するために、他の階層とのインターフェイスをオープンにするのかグローズド

にするのか、どのプラットフォーム提供者と組むのか、プラットフォームの提供を有償に

するのか無償で提供するのかなど、経営的な意思決定が要となる。 

コンピュータ・ソフトウェアは、一般的にスイッチングコストが高いために、ひとたび

ユーザーに導入されると他プラットフォームへの切り替えの機会は少なく、累積的なイン

ストールドベースがグループ内ネットワーク効果を発揮し、スケールアップや保守・メン

テナンス等でも大きな市場を形成する傾向がある。またインストールドベースの規模は、

開発者コミュニティの形成にも大きく左右し、ドミナントのポジションを確立するために

プラットフォーム提供者はユーザー・グループをできるだけ大きなものにすることが目標

である。 

これに対し、大きなシェアを獲得することができず、階層内で数多くのプラットフォー

ム提供者が濫立する状態になると、コモディティ化に陥るリスクが高まる。特定の階層で

コモディティ化が進行すると、その階層でドミナントの地位を獲得することは容易でなく

なる。 8 

介入ソフトウェア製品の投入は、上記のようなプラットフォーム戦略に対し、隣接する

２つのプレーヤーの階層間に新たなプレーヤーとして後から介入する。後から介入するた

めには、上位層もしくは下位層にオープンなインターフェイスをもっていることが必要で

ある。上位層にも下位層にもオープンなインターフェイスがない場合、後からの介入は出

来ない。ちなみに VMware の場合は、上位階層に対してオープンなインターフェイスをもつ

介入ソフトウェア製品と位置付けられる。 

また介入によって論理上の総階層数は、複合製品内では増加することも特徴である。 

  

 

                                                   
8 サーバー市場を観ると、市場の誕生から１社もしくは数社のプラットフォーム提供者が市場シェアの大部分を占

め、市場の成長と共にドミナントの地位を築く傾向が強い。しかし、ひとたび数多くのプラットフォーム提供者が

市場に濫立し存在するようになると、コモディティ化が進行し、各プラットフォーム提供者のマージンが圧迫され

る。また、数多くの様々なプラットフォームが、少数のプラットフォームに統合されるような場合、各提供者の利

害関係からなかなか進行しない例もある。例えば 1980 年代後半の Unix 戦争では結果として統合は成功しなかった。

詳しくは、加藤和彦（2006）「コンピュータ OS のネットワーク外部性に関する考察―1980 年代後半の Unix 標準化

の２大陣営対立の事例を通じて―」を参照されたい。  
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4-3 介入機能がもたらす効果 

 

介入階層はその上下の隣接階層間に「介入」する（図１）。これによる「橋渡し（Bridging）」

と「インターフェイス・コントロール（Interface Control）機能によっていくつかの効果

がもたらされる。具体的には、各階層が保有するアクセス可能ユーザーの流動性を高め、

同一階層レベルでのプラットフォーム製品の選択必然性を弱める。加えて既存の上下階層

の直接的な情報のやりとりを制御する、の３つが挙げられる。 

 

図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとつめの効果は、主として「橋渡し」機能が起因し、各階層が保有するアクセス可能

ユーザーの流動性が高まることである。 

一般に、ネットワーク効果は、「ある製品から得られる便益が、当該製品のユーザーが増

えるに従って増大する性質」と把えられるが、その性質はエンドユーザー（B to C ユーザ

ー）に適用される。しかし、補完製品(補完階層)を考慮した間接的なネットワーク効果を

考える場合では、より魅力的なプラットフォームに惹かれユーザーのアクセスが特定のプ

ラットフォームに偏ってしまうことにより、相互接続で増加するアクセス可能ユーザーが

必ずしも自社プラットフォームの利益に結び付かない現象が起こる。 

言い換えれば、介入階層の相互接続が必ずしも自社プラットフォーム選択に利益をもた

らさず、自社以外の隣接プラットフォームにユーザーの多くを横取りされてしまう。結果

として他プラットフォームが選択されてしまうことが起こり得る（図２）。 
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２つめの効果は、「橋渡し」と「インターフェイス・コントロール」機能の両方が起因し、

同一階層レベルでのユーザーのプラットフォーム製品の選択必然性を弱めることである。

ひいては、同一階層レベルに存在する全てのプラットフォームがコモディティ化を誘発さ

れる。 

また、隣接階層で排他性が強いプラットフォームは、その排他力を弱められてしまう。 

これにより、介入階層の橋渡し機能によって、WTA（一社総どり） 9の傾向が弱められ、

複数の隣接プラットフォームが共存（延命）する現象が起こり易くなる。 

 

３つめの効果は、主として「インターフェイス・コントロール」機能が起因し、既存の

上下階層の直接的な情報のやりとりを制御することである。 

通常、隣接する上下階層間では２つの階層間で直接の情報のやりとりがおこなわれてい

る。しかし、階層が介在することで、それまでの上位階層と下位階層の直接のやりとりは

出来なくなる。つまり上位階層は介入階層と、下位階層は介入階層とのやりとりとなる。

言い換えれば、常に介入階層を通じなければ情報のやりとりは困難となる。これにより、

介入階層が上下の階層とのアクセスを制御することが可能となる（図３）。 

加えて、仮に既存の上下階層の垂直統合状態が存在する場合、それらを分断し、競合に

ダメージを与えるようなことが可能となる。 

 

図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 Winner-Takes-All の略。詳しくは、根来龍之・加藤和彦（2010）「プラットフォーム間競争における技術『非』

決定論のモデル」を参照されたい。  
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第５章 仮想化と VMware 

 

 

5-1 仮想化とは 

 

仮想化（Virtualization）とは、コンピュータにおいて物理リソース 10の抽象化を指す

用語である。仮想化技術によって、単一の物理リソースを複数の論理リソースに見せかけ

たり、複数の物理リソースを単一の論理リソースに見せかけたりすることが可能となる。

言い換えれば、この技術によってコンピューターリソースを物理的構成にとらわれずに論

理的に統合や分割、または交換することができるようになる。 

サーバーの仮想化 11の機能として、パーティショニング 12、隔離 13、カプセル化 14などが

あり、これらの機能により、１台の物理サーバーマシン上で複数の OS を稼働させたり、障

害（クラッシュ、ウィルス感染、パフォーマンス低下など）を仮想マシンに隔離し、他の

仮想マシンへの影響を防いだり、ファイルの移動とコピー同様、仮想マシンを容易に移動

およびコピーができるなどのメリットを享受できる。 

サーバー仮想化のソリューションとして仮想マシン方式があり、仮想マシン方式はホス

ト OS 型とハイパーバイザー型に大別される。ホスト OS 型は、ホスト OS 上に仮想ソフトウ

ェアをアプリケーションとしてインストールし、そのうえで仮想マシンを動作させる技術

である（図４）。 

 

図４                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
10 「サーバー」「OS」「アプリケーション」「ハードディスク」など 

11 仮想化には、他にデスクトップの仮想化、ストレージの仮想化、ネットワークの仮想化などがあるが、本稿で

はサーバーの仮想化に焦点をあてる。  
12 1 台の物理サーバーのリソースを分割することにより、同時に複数の仮想マシンを実行する機能  

13 同じハードウェア上の仮想マシンどうしを完全に独立した状態で稼働させる機能  

14 ハードウェア構成、BIOS、ディスクの状態など仮想マシン全体を、物理ハードウェアからは独立した少数のフ

ァイルに保存する機能  
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一方のハイパーバイザー型は、ハードウェアの BIOS15上に直接、仮想ソフトウェアを動

かし、その上で仮想マシンを動作させる技術である（図５）。ホスト OS 層を介さずに仮想

マシンが稼働するため、ホスト型よりもパフォーマンスが高く、サーバー仮想化の主流と

なってきている。 

 

 図５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-1 ヴィエムウェア社の VMware 概要ならびに歴史 

 

介入ソフトウェア製品による階層介入の事例として、ヴィエムウェア社によって 2001

年から提供されている VMware （具体的には VMware ESX・ESXi ベアメタル型 16のハイパー

バイザーでサーバーの仮想化階層を形成する）を採り上げる。 

今後成長が見込まれる x86 サーバー仮想化市場では、ヴィエムウェア社をはじめとして、

マイクロソフト社、シトリックス社、レッドハット社、オラクル社、ノーベル社などがそ

れぞれのサーバー仮想化ソフト製品を提供している。本稿の事例として採り上げる理由は、

ヴィエムウェア社は仮想化ソフト市場において、2008 年までに Fortune100 企業の 100%と 

Fortune 1,000 企業のおよそ 90%の顧客 17をもち、ISV との協業で 700 以上の仮想アプライ

アンス 18を市場に投入している。また、バイパーバイザー型のサーバー仮想化市場におけ

る出荷台数で８割を超える大きなシェア 19をもつリーダー的存在であるためである。 

サ ー バ ー 仮 想 化 の 歴 史 は 古 く 、 IBM 社 の メ イ ン フ レ ー ム 用 に リ リ ー ス し た

                                                   
15 BIOS  （バイオス）Basic Input/Output System  とは：コンピュータに接続されたディスクドライブ、キーボー

ド、ビデオカードなどの周辺機器を制御するプログラム群。これらの機器に対する基本的な入出力手段を OS やア

プリケーション・ソフトに対して提供する。  

16 OS などのソフトウェアが何も搭載されていない状態のハードウェアのことを指し、裸のままの金属という意味。 
17 VMware,Inc.,Form 10-K, February29,2008,p.1  
18 VMware,Inc.,Form 10-K, February29,2008,p.6  
19 Yoffie,Hagiu & Slind(2008) “VMware,Inc.,2008 ” p.22.より VMwareESX のマーケットシェアは 86%、マイク

ロソフト社の Hyper-V は 3%、シトリクス社（Xen）は 9%（2008 年 3 月期データによる 2009 年末までの予測）  
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IBMSystem/36020向けの OS21にまで遡る。スタンフォード大でヴィエムウェア社の創業者の

一人でもある Mendal Rosenblum 准教授のグループが、メインフレームでおこなっていた技

術を x86CPU のシステムに応用する。この技術が確立し製品化の目処が立って、ヴィエムウ

ェア社は 1998 年シリコンバレーでスタンフォード大と UC バークレーの 5 人の研究者 22に

よって設立された。 

 

 

1998 年 1 月    ヴィエムウェア社創立（米国カリフォルニア州パロアルト市のビ

レッジ・チーズ・ハウスと呼ばれていたみすぼらしいオフィスにて） 

 

2000 年 5 月    デル社ならびにベリタスソフトウェア社による企業投資家と、ア

ズレ・キャピタル・パートナーズ社、チェース H&Q 社ならびにゴール

ドマン・サックス社による機関投資家から 2000 万ドルを調達 23。シ

リコンバレー投資銀行コミュニティから上場を投げかけられるもこ

の時点では非公開を保持。 

 

2001 年       ホスト OS のいらないハイパーバイザー型 VMware ESX をリリー

ス。 

 

2002 年 11 月    マイクロソフト社から企業買収の提案を受けるが、拒否 24。 

 

2003 年 12 月    ストレージベンダーのリーダー企業 EMC 社に 6350 万ドルで買収

され 100％子会社 25となることをアナウンスされる。EMC 社と直接競

合関係にある HP 社や IBM 社に配慮し、ヴィエムウェア社は独立した

子会社として運営されることとなる。 

 

2007 年 8 月    ニューヨーク証券取引所で保有株の一部を新規株式公開（IPO）26。

その直前、シリコンバレーの２大企業（インテル社とシスコシステム

ズ社）がそれぞれ 2.5%と 1.5%の株を保有 27し、EMC 社の株保有率は

                                                   
20 IBM が 1964 年 4 月に発表したメインフレームのシリーズ名称。多用途をカバーするファミリを形成し、商用か

ら科学技術計算まで幅広く使われた。商用では初めて OS や仮想機械が登場した。その設計はその後のコンピュー

タ設計に影響を与え続け、史上最も成功したコンピュータの 1 つとされている。  
21 世界初のメインフレーム用仮想化 OS（ハイパーバイザー）である CP-67 で、現在は z/VM（ゼットブイエム）に

続いている。  
22 Diane Greene, Mendel Rosenblum, Scott Devine, Edward Wang と Edouard Bugnion の 5 人 

23 “Dell Leads $20 Million Strategic Investment Round in VMware,” 

http://www.vmware.com/mena/company/news/releases/financingpr.html   2012/8/28 

24 “VMware Prepares New Products and Plans IPO,” 

http://www.thefreelibrary.com/VMware+Prepares+New+Products+and+Plans+IPO. -a0106123697   2012/8/28 

25 “EMC to Acquire VMware for $635 Million,” 

http://www.crn.com/news/storage/18840273/emc -to-acquire-vmware-for-635-million.htm   2012/8/28  
26 “EMC Plans to Sell Public 10% Slice of VMware Software Unit,” 

http://online.wsj.com/article/SB117089134669901506.html     2012/8/28 

27 “Intel to Invest in Virtualization Leader,  http://online.wsj.com/article/SB118402275833561461.html     
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86%となる。この年、売り上げは前年度の 80％以上の増加で 13 億 2581

万ドル、利益マージンは 17%28となる。また、歳入の 22％を R&D に投

資 29。 

 

2008 年 7 月    マイクロソフト社の元幹部ポール・マリッツ（Paul Maritz）30を

CEO に迎える。この年の中頃、従業員が 6000 人を超える 31（2003 年

時は 370 人）。 

 

 

                                                                                                                                                                      
2012/8/28 

“Cisco Investment Reflects Rush into Virtualization,”  
http://online.wsj.com/article/SB118554086561980271.html      2012/8/28 

28 Yoffie,Hagiu & Slind(2009) “VMware,Inc.,2008 ” Selected Financial Information,2004-2008 p.17 
29 VMware,Inc.,Form 10-K, February29,2008,p.17 

30 ポール・マリッツ氏は 2008 年 7 月にヴィエムウェア社に CEO として入社。 1978 年にロンドンの Burroughs 社

でそのキャリアをスタートしたマリッツは、1981 年に Intel 社に入社、5 年間ソフトウェア開発ツールの分野に携

わる。1986 年から 2000 年までの 14 年間は、5 人で構成される幹部委員会メンバーの 1 人として マイクロソフト

社の運営に関与し、Windows95、Windows NT、および Windows2000 などのシステムソフトウェア製品、Visual Studio

などの開発ツール、SQLServer などのデータベース製品、および Exchange 製品ラインの開発とマーケティングを

指揮。http://www.vmware.com/jp/company/leadership/paul-maritz.html より引用。2012/8/28 

ちなみにヴィエムウェア社は、CEO のポール・マリッツが 2012 年 9 月 1 日をもって退任、後任がパット・ゲル

シンガー、現 EMC 情報インフラストラクチャ製品部門のプレジデント兼 CEO になることを発表。マリッツはヴィエ

ムウェア社の取締役会に残り、EMC 社でニューテクノロジーストラテジストの役職につく予定。 

 “VMware Announces Changes in Executive Leadership and Preliminary Second Quarter Financial Results” 

http://www.vmware.com/company/news/releases/vmw-exec-change-07-17-12.html   2012/8/28 

31 Yoffie,Hagiu & Slind(2009) “VMware,Inc.,2008 ” p.6 
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第６章 VMware 事例 

 

 

6-1 階層介入による階層間関係とポジションの変化 

 

介入ソフトウェア製品は、既存の複合製品の階層間に後から「介入」することにより階

層間関係に影響を及ぼす。これにより既存の階層間関係や階層内でのポジションを、変化

させてしまう可能性をもつ。 

具体的に、VMware の投入によってそれらの隣接階層にどのような変化をもたらしたのか

に関して、階層間の対応関係、各階層のプラットフォーム戦略、複合製品内でのポジショ

ンを以下にまとめる（表１）。 

 

表１ 

 

階層 仮想化階層（中位） 
 

隣接上位階層 隣接下位階層 

該当製品 VMware ESX, ESXi サーバーOS（Unix・
Linux・Windows 他） 

（CPU やチップセッ
トから構成される）
ハードウェア物理階
層 

 

 

【階層介入前】 

  

階 層 間 の 対 応

関係 

 原則ひとつの OS に対

してひとつの筐体（ハ

ードウェア）が必要と

なる。複数の OS を走

らせるためにはその

同数の筐体が必要と

なる。OS と筐体は１

対１の対応となる。 

 

ひとつの筐体（ハード

ウェア）に対し複数の

OS を走らせることは

できない。OS と筐体

は１対１の対応とな

る。 

各 階 層 の プ ラ

ッ ト フ ォ ー ム

戦略 

 互いに隣接しながら、

グループ間ネットワ

ーク効果を発揮し、プ

ラットフォーム戦略

を遂行する。 

互いに隣接しながら、

グループ間ネットワ

ーク効果を発揮し、プ

ラットフォーム戦略

を遂行する。ハードウ

ェアメーカーはより

多くの普及が進んだ

（もしくは進む見込

みのある）OS と手を

組むことが肝要とな

る。 
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複 合 製 品 内 で

のポジション 

 特定の OS がドミナン

トのポジションを獲

る可能性がある。 

（従前から）コモディ

ティ化が進行してい

る。特定のハードウェ

ア物理階層がドミナ

ントの地位を獲得す

る可能性はかなり低

い。 

 

 
【階層介入後】 

  

階 層 間 の 対 応

関係 

原則ひとつの仮想化

製品に対してひとつ

の筐体が必要となる。

仮想化製品と筐体は

１対１の対応となる。

仮想化階層の上では

複数の OS が走る。仮

想化製品と OS は１対

多の対応となる。 

 

複数の OS をひとつの

筐体上で走らせるこ

とが可能となる。OS

と筐体ならびに仮想

化製品は多対１の対

応となる。 

ひとつの筐体に対し

複数の OS を走らせる

ことが可能となる。OS

と筐体ならびに仮想

化製品は多対１の対

応となる。 

各 階 層 の プ ラ

ッ ト フ ォ ー ム

戦略 

OS メーカーとハード

ウェアメーカーと協

業して、グループ間ネ

ットワーク効果を発

揮し、自社製品を拡販

している。 

理論的には既存 OS の

需要は減るが、新たに

VMware 上で走る特定

用途の OS が ISVs32開

発者などによって開

発されアプライアン

スとして拡販される。 

理論的にはハードウ

ェアの需要は減るが、

ハードウェアメーカ

ー 33は仮想化階層との

間でグループ間ネッ

トワーク効果を発揮

し、ヴィエムウェア社

と協業して拡販して

いる。 

 

複 合 製 品 内 で

のポジション 

ドミナントのポジシ

ョンを獲る可能性が

ある。 

コモディティ化に陥

るリスクが高まる。 

（従前から）コモディ

ティ化が進行してい

る。特定のハードウェ

ア物理階層がドミナ

ントの地位を獲得す

る可能性はかなり低

い。 

 

 

 

上記の表により、以下がわかる。 
 
 仮想化階層の介入によって、階層介入以前の上位階層と下位階層の階層間での対

応を変化させる。 
 各階層のプラットフォーム戦略は、２階層間もしくは３階層間でグループ間ネッ

トワーク効果を利用し拡販を続けるという点では、階層介入前後で変化はない。 

                                                   
32 特定のハードメーカーと関係をもたない独立系ソフト開発会社のこと。「Independent Software Vendor」の略。 

33 ヴィエムウェア社が共同開発を進めたハードウェアメーカーは IBM 社,HP 社,Dell 社,NEC 社,Fujitsu

社,Fujitsu-Siemens 社と Sun 社などのコンピュータメーカーや Intel 社,AMD 社のような半導体メーカーと Cisco

社のようなネットワーク機器メーカーも含まれる。 
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 複合製品内でのポジションは仮想化階層の介入によって、上位階層のサーバーOS
はコモディティ化に陥るリスクが高まるのに対して、仮想化階層自体はドミナン
トのポジションを獲る可能性が高まる。  

 

 

 

6-2 プラットフォーム戦略上の要点と VMware のケース 

 

プラットフォーム戦略上の要点である、介入先隣接階層の選択、マルチホーミングコス

ト、ネットワーク効果、収益階層の確保において VMware の事例をベースにその成否を論じ

る。 

加えて、介入の３つの効果（効果①:各階層が保有するアクセス可能ユーザーの流動性を

高め、効果②:同一階層レベルでのプラットフォーム製品の選択必然性を弱める。加えて効

果③:既存の上下階層の直接的な情報のやりとりを制御する）のどれが、プラットフォーム

戦略上の各要点において主要に影響したかについても触れる。 

 

 

6-2-1 介入先隣接階層の選択 

 

参入期のプラットフォーム提供者にとって、短期間のうちに自社プラットフォームの市

場普及を図ることが必要である。普及に時間がかかりすぎると、新たなプラットフォーム

の出現により駆逐されてしまうリスクが高くなるためである。 

従って、既に高いシェアを有するプラットフォームを、介入先の隣接対象として選定す

ることが肝要であり、その高いシェアにより顧客がやむなくプレミアム価格を支払わされ

ているというようなプラットフォームが、価格格差を利用した戦略を仕掛け易いという意

味からも選定対象（ターゲット）として適する。 

 

主として効果①により、VMware は、既に広く普及している Windows や Linux や

Unix の隣接階層として、それらを梃子に「介入」した。つまり、それまでの各階

層が保有するアクセス可能ユーザーの階層を跨いでの流動性を高める効果を利用

して、介入階層自体が複合製品内でのドミナント（かなりの普及が進み他の階層

への支配力を強くもっている）階層となる可能性を有し、それまで Windows がも

っていたドミナントの地位を脅かす可能性を高めることを可能とした。 

Yoffie,Hagiu & Slind(2009)は「ヴィエムウェア社のリーダー達は、マイクロ

ソフト社が仮想化市場で興味を示していなかった時代には、自分の会社のポジシ

ョンを仮想化市場でのドミナントなプラットフォームの持ち主として、確保し拡

張する野心的で複合的な戦略を発展させてきた。」と説明している 34。 

 

                                                   
34 Yoffie,Hagiu & Slind(2009) “VMware,Inc.,2008 ” p.13 
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介入先隣接階層が上下階層にバンドルされて存在する場合、介入階層はオープンなイン

ターフェイスをもつために、上下階層間の垂直統合やバンドルを分断する効果をもつ。こ

れにより競合プラットフォームの収益力の弱体化と、自社プラットフォームの収益力強化

を目論むことが可能である。 35 

 

主として効果③により、VMware は、上位階層の Windows と、下位階層のインテ

ル社の提供するチップ階層（これはソフトウェアではなくハードウェア物理階層）

のいわゆるウィンテル連合の垂直統合を分断することによって、サイド間ネット

ワーク効果を弱めさせる結果となった。 

Foley(2008)は、この点について以下のように指摘する。「（前略）仮想化に対す

るアプローチの中には（現在の収益の流れを寸断してしまうという意味で）危険

なものがある。ユーザーは、仮想化によって比較的簡単に他の環境への切り替え

を検討できるようになるのである。ホスト化された仮想マシンモニターはホスト

OS の上で動作するが、バイパーバイザーは直接ハードウェアの上でゲストを実行

し、ホスト OS を必要としない。」 36 

 

 

6-2-2 マルチホーミングコスト 

 

ホーミングコストとは、プラットフォームの導入から運用、さらにはその機会コストに

至るまで、ユーザーがプラットフォームに参加し続けるための総コストを指す。利用する

「家：Home」の数が増えれば、それだけユーザーの総コストは増える。 

介入ソフトウェア製品投入時のホーミングコストのマネジメントとしては、マルチ（複

数の）ホーミングコストを低く設定して、顧客に抵抗なく受け入れてもらえるようにする

ことが要となる。特に参入期のクリティカルマスに達しないスタートアップ問題を、これ

により回避する可能性を高めることができる。 

また介入階層による後からの相互連結により、それまで繋がりのなかったプラットフォ

ーム間を介入階層を利用して橋渡しすることで、ユーザーの複数プラットフォーム保有の

マルチホーミングコストを以前と比較して下げる（あるいはゼロにする）ことができる。 

 

主として効果②により、VMware は、その巧みなマーケティング戦略において、

「仮想化によるひとつの筐体上での複数 OS 利用によるコスト削減」と「コンピュ

ータシステムの複雑性の回避による管理コスト削減」を掲げ、参入障壁を下げる

ためにユーザーのマルチホーミングコストの削減を強くアピールした。仮想化の

メリットを標榜するヴィエムウェア社のユーザー向けウェブサイトでは、「サーバ

ー統合によって設備投資コストを削減し、自動化によって運用コストを低減でき

ます。（中略）運用効率を向上し、必要なハードウェアを減らすことで、コストを

                                                   
35 これは他にネットワーク効果と収益階層の確保の要点にも該当する。  

36 Foley(2008)“Microsoft2.0:How Microsoft plans to Stay Relevant in the Post-Gates Era”（長尾高弘訳）

p.310 
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削減します。（後略）」 37と説明している。  

 

また結果的に隣接階層への影響として、上位もしくは下位隣接プラットフォームのコモ

ディティ化を促進した。 

ちなみに、数多くのプラットフォームが濫立しつつも存続する可能性が高まることも、

マルチホーミングコスト低下の影響である。 

 

 

6-2-3 ネットワーク効果 

 

介入階層は上下いずれかの隣接階層に対し、オープン性（排他性をもたない）をもって

いる。上下階層間で相互連結することにより、ユーザーがアクセスできるユーザー数は増

加する。これにより、サイド内ならびにサイド間ネットワーク効果が高まり、複合製品内

に介入したプラットフォームは、既存の複数のプラットフォームの既に保持しているネッ

トワーク効果（アクセス可能なユーザーの総和）を譲り受けることが可能になる。 

 

主として効果①により、VMware は、既に普及している Windows や Linux や Unix

がそれぞれに保有しているユーザーが創りだすサイド内ならびにサイド間ネット

ワーク効果を譲り受け、それら OS を上位階層としてその種類に縛られない介入階

層として下位階層に後から「介入」し、アクセスユーザーを横取りしていると言

える。 

初期のころヴィエムウェア社とマイクロソフト社は、良き協業としてのパート

ナーの関係であった。2000 年 3 月には両社は OEM の同意 38を結んでいる。内容は

VMware 上に Windows がプレインストールされたいくつかのバージョンを、顧客に

購入できるようにしたものであった。 

 

介入階層は、ハードウェア物理階層と OS の「双方向依存」関係を「一方向的依存」関係

に、変えてしまう。上下の依存関係を変化させる施策である。 

 

主として効果①と効果②により、VMware の場合は、上下の依存関係の変化によ

り、介入前はハードウェアと OS との１対１関係を１対多に変えてしまった。これ

により、ユーザーは１対１のサーバーと OS のセットを必ずしも購入する必要はな

くなる。 

また、介入階層はもうひとつの重要な戦略上の利点をもつ。例えば、特定キラ

ーアプリなどが限定されたプラットフォームで提供されている場合は、いやおう

無しに垂直統合された隣接プラットフォームを選択せざるを得ない。しかし介入

階層のおかげで、もはや特定のプラットフォームを選択する必要は無くなる。こ

のことは、同一階層内の「他のどのプラットフォームを選択しても同様の便益を

                                                   
37 http://www.vmware.com/jp/virtualization/ 2012/08/25 

38 “VMware Signs OEM Agreement with Microsoft”  

http://www.vmware.com/company/news/releases/microsoftpr.html  2012/08/25 
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享受できる」こととなり、プラットフォーム選択における限定性が回避される。

言い換えれば、介入階層の上位層もしくは下位隣接の階層の、ユーザーの選択プ

ラットフォームの必然性は弱まり、それらのプラットフォームがコモディティ化

される可能性が高まる。 

ちなみに既に多くのインストールドベースの顧客をもつ Windows にとって、自

らのユーザー・グループのプラットフォーム選択の必然性が弱められてしまうこ

とは、現状のドミナントの地位を危うくする要因となる。 

Foley(2008)は、「マイクロソフト社のみならず、ソフトウェア市場のすべての

企業に対して、事業の根本的な見直しを迫る可能性がある最大の激震の震源は仮

想化である。（中略）仮想化は OS の選択が参入障壁になる場面も減らす。ウィン

ドウズユーザーの中には、ウィンドウズでなければ動作しないアプリケーション

を使わなければならないために、マック OS やリナックスに切り替えることを躊躇

している人々がいるが、そういう懸念はなくなる。」 39と説明している。 

 

また既存の上下階層の直接的な情報のやりとりの制御は、介入階層がオープンを標榜し

ながらもアクセスを制限することで、アクセス容易なプラットフォームとアクセス困難な

プラットフォームを同一階層上で意図的に創りだすことが可能となる。 

例えば、サポート対象とする他社プラットフォームの選別やサポートの度合い（具体的

には、他社プラットフォームの完全な互換性を保障するのか、一部機能のみのサポートか、

また特定の OS の共同開発を進めるか否か等）を決める権限をもつ。介入前まで上位階層と

下位階層の二者で決めることが可能であったアクセス状態 40が、第三者である介入階層の

存在によって影響を受けざるを得なくなる。 

 

主として効果③により、VMware は、「2007 年終わりまでに、30 パートナーの 350

人以上の開発者が ESX ソースコードにアクセスするプログラムを扱えるようにな

った。その（ソースコードにアクセスする）ことは、ヴィエムウェア社との共同

開発プロジェクトに参加したり、彼ら自身でアプリケーションをデザインしたり

することを可能にした。」 41と説明している。 

また、VMware は、同じ 2007 年終わりまでに、500 以上のハードウェアならびに

搭載された 60 以上の OS との実装テスト 42を実施した。 

 

また、別の観点では VMware は多くの OS のサポートを表明してはいるが、市場に出回っ

ている全ての OS に関して公式にサポート表明をしている訳ではない。これは意図的に特定

の OS を優遇（若しくは冷遇）していると見なすことも可能である。 

 

                                                   
39 Foley(2008)“Microsoft2.0:How Microsoft plans to Stay Relevant in the Post -Gates Era”（長尾高弘訳） 

p.308-309 

40 例えば、プラットフォーム(OS やミドルウェア)向けのソフトウェアを開発する際に使用できる命令や関数の集

合である API（Application Program Interface）の開示度合いなど 

41 VMware,Inc.,Form 10-K, February29,2008,p.6  
42 VMware,Inc.,Form 10-K, February29,2008,p.7 
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6-2-4 収益階層の確保 

 

収益の確保はプラットフォーム提供者の存続において不可欠な項目である。ホーミング

コストとの兼ね合いで、スタートアップ期、介入ソフトウェア製品を無料もしくは廉価に

提供する場合、なんらかの方法で継続的に収益を確保する手段が必要となる。具体的には、

複数のプラットフォームを同一の複合製品内にもち、一方もしくは両方の階層で収益を確

保していくことや、エコシステム全体の中で収益を確保できるビジネスモデルを構築でき

るかが重要となる。加えて、複数階層の保有と収益プラットフォームの確保は、「一方向的

依存」状態による包囲のリスクの回避策ともなる。 

 

マイクロソフト社は Windows に併設する仮想化階層を形成する製品である Hyper-V43を、

VMware の対抗製品として自社サーバーソフトにバンドルするかたちで、2008 年 6 月に市場

に投入してきている。 44これはヴィエムウェア社の主力製品である VMware ESX と、直接対

抗する製品となる。 

この点においては、効果③の働きをマイクロソフト社が VMware への攻撃に逆に利用して

いるケースと言える。 

 

Yoffie,Hagiu & Slind(2009)はインタビュでの Richard Sarwal（当時のヴィエ

ムウェア社の幹部）のコメントとして以下のように紹介している。「我々（ヴィエ

ムウェア社）はハイパーバイザーはハードウェアの一部であると信じている。し

かし、マイクロソフト社はそれを OS の一部だと信じている。これは根幹的な違い

だ。」 45 

また、Raghu Raghuram （ヴィエムウェア社の担当上席副社長）は、以下のよう

にコメントしている。「ヴィエムウェア社では、（ネットスケープに見られたよう

な）ブラウザー戦争の（顛末の）類似がどのくらい密に仮想化にもあてはまるか

という質問が討論される。しかし、変化に対する顧客の抵抗はネットスケープの

場合より、かなり高い。ESX それ自体を交換することは難しくはない。しかし、

もし仮に管理ツールを使っていたり、それの周りでオペレーションを構築してい

たりすると、切り替えコストはとても高くつくためだ。」 46 

 

根の深い衝突が、コンピュータ・アーキテクチャー内の仮想化の役割において顕在化し

ている。マイクロソフト社は Hyper-V が 2010 年度の日本国内の単年度出荷ライセンス数

                                                   
43 Hyper-V の仮想化機能は、「Windows ハイパーバイザー」と呼ばれる仮想化技術をベースとしている。Windows 

Server の 64 ビット版の機能のひとつとして、例えば Windows Server 2008 x64 などに組み込まれて提供されてい

るほか、同社ウェブサイトで「Hyper-V Server」として単体で無償提供されている。  
44 “Microsoft Ships Hyper-V; Virtualization Battle Gains Newest Member” 

http://business.highbeam.com/409220/article-1G1-214551516/microsoft-ships-hyperv-virtualization-battl

e-gains    2012/08/28 
45 Yoffie,Hagiu & Slind(2009) “VMware,Inc.,2008 ” p.4 

46 Yoffie,Hagiu & Slind(2009) “VMware,Inc.,2008 ” p. 15 
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では、VMware を追い越したとのアナウンス 47をおこなった。世界市場に圧倒的な数のイン

ストールドベースの顧客を抱えているとはいえ、順風に普及をしてきた VMware も大きな課

題に直面してきている。複合製品内に主力となる収益階層を仮想化階層以外にもたないヴ

ィエムウェア社にとって、有効な収益階層の確保が急がれる。 

 

                                                   
47 マイクロソフト社のウェブサイトで、日本国内では「2010 年上半期の導入数で Hyper-V が VMware を上回っ

ています。（中略）Hyper-V が 2010 年上半期 x86 サーバー用仮想化ソフトウェアとして導入率 No.1 を獲得。」

との内容が大手調査機関のレポート引用として掲載されている。

http://www.microsoft.com/ja-jp/business/industry/gov/hyperv/column01.aspx   2012/08/27    
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第７章 まとめと今後の方向性 

 

7-1 まとめと今後の研究 

 

本稿は、介入ソフトウェア製品の投入における隣接階層への効果について、事例分析を

通じて、そのメカニズムと戦略上のポイントを探究した。 

そこでは、仮想化階層の「介入（Intervention）」による「橋渡し（Bridging）」と「イ

ンターフェイス・コントロール（Interface Control）機能によってもたらされる効果、①

階層が保有する各アクセス可能ユーザーの流動性を高める、②同一階層レベルでのプラッ

トフォーム選択必然性を弱める、③既存の上下階層の直接的なコミュニケーションを阻害

する、を、VMware の事例の分析によってどのような戦略的要点として生かされたかを、選

択介入先隣接階層の選択、マルチホーミングコスト、ネットワーク効果、収益階層の確保

などのプラットフォーム戦略上の要点の観点から論じた。 

更にソフトウェア特有の戦略に関し、理論の精緻化をはかること。これが今後の研究課

題となるが、同類の階層介入の事例としてコンピュータ言語の JAVA がある。VMware がハ

ードウェア階層と OS 階層の間に介入しているのに対し、JAVA は OS 階層とアプリケーショ

ン階層間に介入している。VMware と JAVA における戦略上の相違点を精査し、体系的なプ

ラットフォーム戦略の階層介入戦術を導き出すことを今後の方向性としたい。 
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根来龍之・釜池聡太（2010 年 7 月） 

 

No.35 製品戦略論における出発点の吟味－理念型としての「機能とニーズの融合」視点 

（ＣＶＰ重視型アプローチ）の必要性－       根来龍之・髙田晴彦（2010 年 10 月） 

 

No.36 データベース市場における新規参入の成否を分けた要因-「スタックの破壊」と既

存事業者と異なる「プラットフォーム優先度」-  

根来龍之・佐々木盛朗（2010 年 11 月） 

 

No.3７ 規格間ブリッジ‐標準化におけるネットワーク外部性のコントロール‐ 

長内厚・伊吹勇亮・中本龍市（2011 年 3 月） 

 

No.38 ゲーム産業における「ゲームモデル」の変化‐革新的ゲームの成功要因の分析‐ 

                       根来龍之・亀田直樹（2011 年 5 月） 

 

No.39 経営学におけるプラットフォーム論の系譜と今後の展望 

                       根来龍之・足代訓史（2011 年 5 月） 

 

No.40 地上波放送局における動画配信ビジネスのチャネル・マネジメントに関する研究  

                       根来龍之・亀田年保（2011 年 6 月） 



加藤「コンピュータ・ソフトウェアの階層戦術の考察」（2012.9） 
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No.41 ロバストな技術経営とコモディティ化                       

長内厚・榊原清則(2011 年 8 月) 

 

No.42 袋小路状態の業界の経営戦略：やるも地獄やらぬも地獄の研究  

                                                根来龍之・河原塚広樹 (2011 年 9 月) 

 

No.43 国内のコンシューマ向け ISP 事業の顧客獲得競争に関する経営者の認識と事業行動  

―記述的ケーススタディー                 

              宮元万菜美 (2012 年１月) 

 

No.44 ゲームユーザーの継続期間に関する研究：満足感・機会損失感・プレイ時間から探

る 

                                                根来龍之・工敬一郎(2012 年 4 月) 

 

No.45 グーグル、マイクロソフト、フェイスブックのサービス追加の相互作用 

根来 龍之・吉村 直記(2012 年 5 月) 

 

No.46 ソーシャルメディアにおける、相互共有性と相互関係性についての研究  

－ ツイッターのメディア特性の分析  －              根来龍之・村上建治郎（2012 年 6 月） 

 

  

 

 

 

入手ご希望の方は下記までご連絡下さい． 

連絡先：RIIM-sec@list.waseda.jp 

www.waseda.ac.jp/projects/riim/ 
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事務局：早稲田大学大学院商学研究科 気付  

169-8050 東京都新宿区西早稲田１－６－１  

連絡先：RIIM-sec@list.waseda.jp 

http://www.waseda.jp/prj-riim/ 


